
 

 

 

59 
 

第第７７章章  投投資資・・財財政政計計画画（（収収支支計計画画））  

１ 投資・財政計画（収支計画）策定にあたっての説明

（１）投資計画

公共下水道事業に係る投資計画の概要及び建設改良費の推移は以下のと

おりです。

表 公共下水道事業に係る投資計画の概要

項目 投資計画の概要

ポ ン プ

更 新 工 事

マンホールポンプ及び真空ポンプについて、法定耐用年数

の 年毎に更新を実施

管 渠 改 築 工 事

管更生工事等

令和４年度から８年度までは、「久御山町公共下水道修繕・

改築計画」に基づく工事を実施

令和９年度以降は、「久御山町下水道ストックマネジメント

実施方針（汚水）」（平成 年３月）に基づき、投資額約

億円 年、改築延長約 ㎞ 年の工事を実施

人 孔 鉄 蓋

更 新 工 事

令和４年度から８年度までは、「久御山町公共下水道修繕・

改築計画」に基づく工事を実施

令和９年度以降は、同計画の令和５年度から８年度と同程

度の工事を実施予定

下 水 道 台 帳

シ ス テ ム 更 新

システムのハードウェア等について、法定耐用年数の５年

毎に更新を実施

設 計 ・ 調 査 ・

計 画 策 定 業 務

管渠改築工事（管更生工事等）の実施設計や管路施設のカ

メラ調査、修繕･改築計画の策定等を実施
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表 公共下水道事業に係る投資計画の建設改良費の内訳 単位：千円

項 目

ポ ン プ
更 新 工 事

管 渠 改 築
工 事

人 孔 鉄 蓋

更 新 工 事

下 水道 台帳

システム更新

設計・調査・

計画策定業務

事 務 費

消 費 税

合 計

図 公共下水道事業の投資計画の建設改良費の推移

 

建
設
改
良
費
（
千
円
）

ポンプ更新工事 管渠改築工事（管更生工事等） 人孔鉄蓋更新工事

下水道台帳システム更新 設計・調査・計画策定業務 その他（事務費・消費税）
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（２）財政計画

① 下水道使用料について 
本ビジョンの計画期間においては、経常収支比率が ％を超える見込み

で推移し、資金ショートを起こすような状況が見込まれないことから、現行

の使用料体系を維持します。

ただし、「第３章 現状と課題」で述べたとおり、本町の使用料収入の用途

別の構成は、営業用・工場用が全体の約 ％を占める状況となっており、

特に一部の大口使用者の稼働状況によって、使用料収入は強く影響を受ける

という使用料体系の構造的な課題があります。

そのため、今後、社会情勢や経営環境等が大きく変化することで、本町の

下水道使用料収入が大きく減少することが見込まれる場合には、使用料体系

の見直しの検討が必要となります。

図 経常損益及び経常収支比率の経年推移

② 一般会計繰入金（公費負担）について 
一般会計からの繰入金については、下水道事業の公益性や受益者負担の考

え方を踏まえて、総務省が示す公営企業に係る繰出基準に定める経費につい

ては一般会計が負担する方針とし（基準内繰入）、また、令和３年度以前に

借り入れた公共下水道事業債の元金償還額の一定割合についても、一般会計

が負担する方針とします（基準外繰入）。

下水道の整備・普及は、公衆衛生の向上や水質保全等の公益に資するもの

であり、多額の投資を必要とする一方で、下水道の整備・普及の初期段階に

おいては、投資に見合う使用料収入の獲得が困難であるという側面がありま

す。そのため、当初の整備・普及のために要した企業債の償還については、

公費負担とすべき部分があるという本町の考え方に基づき、本町の下水道事

業の整備・普及が概ね完了する令和３年度以前に起債した企業債の元金償還

額の一定割合を、一般会計が負担する公費負担部分として整理し、その割合

は目標資金残高等を考慮し、 ％としました。

経
常
収
支
比
率
（
％
）

経
常
収
益
・
経
常
費
用
（
千
円
）

経常収益 経常費用 経常収支比率
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図 目的別企業債償還額と一般会計繰入金の推移
 

③ 企業債について 
将来世代に大きな負担を残さないためにも、企業債の新規発行を抑制する

必要がある一方で、今後の修繕・改築のために多額の資金が必要となります。

そこで、既存発行の企業債に係る元金償還計画と、今後の修繕・改築のた

めに必要となる資金の確保と必要最低限の運転資金を維持することを踏ま

えて、起債対象と起債充当率を設定しました。
 

表 起債対象事業及び起債充当率の方針

対象事業 方針内容

公 共 下 水 道 事 業

公共下水道事業に係る投資計画のうち、管渠改築工事

（管更生工事等）を起債対象とし、起債充当率を ％と

します。

流 域 下 水 道 事 業
木津川流域下水道の建設負担金の財源すべてを起債対

象とします（起債充当率 ％）。

図 資金残高と企業債残高の経年推移

企
業
債
償
還
額

一
般
会
計
繰
入
金

企
業
債
償
還
額

一
般
会
計
繰
入
金

企
業
債
償
還
額

一
般
会
計
繰
入
金

企
業
債
償
還
額

一
般
会
計
繰
入
金

企
業
債
償
還
額

一
般
会
計
繰
入
金

企
業
債
償
還
額

一
般
会
計
繰
入
金

企
業
債
償
還
額

一
般
会
計
繰
入
金

企
業
債
償
還
額

一
般
会
計
繰
入
金

企
業
債
償
還
額

一
般
会
計
繰
入
金

企
業
債
償
還
額

一
般
会
計
繰
入
金

企
業
債
償
還
額
・
一
般
会
計
繰
入
金
（
千
円
）

流域下水道事業債 基準内繰入対象） 公共下水道事業債（ 以前） 公共下水道事業債（ 以後） 流域下水道事業債 一般会計繰入金 基準内 一般会計繰入金 基準外

資
金
残
高
・
企
業
債
残
高
（
千
円
）

資金残高 企業債残高

一般会計繰入金（基準外繰入）の方針

令和３年度以前に起債した公共下水道事業債の

元金償還額の ％
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（３）投資・財政計画（収支計画）の前提条件について

収支計画の収益的収支及び資本的収支の前提条件は、以下のとおりです。

表 投資・財政計画（収支計画）の前提条件

項目 前提条件

収

益

的

収

入

営
業
収
益

使用料収入 用途別（家事用、営業用、工場用、その他用）の将来の有収水量の推

計値に、用途別の過去の使用料単価平均値を乗じて算出

その他 過年度の実績値（ ～ を踏まえて設定

営
業
外
収
益

他会計補助金 総務省の定める繰出基準に基づき、一般会計が負担すべき経費につい

て過去の実績値等を踏まえて設定

長期前受金戻入 既存の固定資産に係る長期前受金戻入に、今後取得する固定資産に係

る長期前受金戻入を加えて算出

その他 過年度の実績値（ ～ を踏まえて設定

収

益

的

支

出

営
業
費
用

職員給与費 過年度の実績値（ ～ を踏まえて設定

修繕費 過年度の実績値（ ～ 及び今後追加的に発生すると見込まれる修

繕費を踏まえて設定

委託料 過年度の実績値（ ～ 及び今後追加的に発生すると見込まれる委

託料を踏まえて設定

下水道維持管理

負担金

【木津川流域下水道】

京都府の「京都府流域下水道事業経営戦略」（令和３年３月）の木津

川流域下水道の維持管理等に係る市町負担金を基に、本町の負担額を

算出

【京都市公共下水道、川北排水機場】

過年度の実績値（ ～ を踏まえて設定

その他負担金 過年度の実績値（ ～ 及び今後追加的に発生すると見込まれる経

費を踏まえて設定

その他 過年度の実績値（ ～ を踏まえて設定

減価償却費 既存の固定資産に係る減価償却費に、今後取得する固定資産に係る減

価償却費を加えて算出

営
業
外
費
用

支払利息 【既発債】

年度別償還予定額を基に算出

【新発債】

償還期間 年（据置期間なし、半年賦元利均等償還）、利率１％で算

出

その他 過年度の実績値（ ～ を踏まえて設定
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項目 前提条件

資

本

的

収

入

企業債 【公共下水道事業】

公共下水道事業に係る投資計画のうち、管渠改築工事（管更生工事等）

を起債対象とし、起債充当率を ％と設定

【木津川流域下水道建設負担金】

木津川流域下水道の建設負担金の財源をすべて企業債（起債充当率

％）として算出

他会計出資金 出資金としては、一般会計からの繰入れを見込んでいない

他会計補助金 【基準内繰入金】

総務省の定める繰出基準に基づき、一般会計が負担すべき将来の元金

償還額に相当する額を算出

【基準外繰入金】

令和３年度以前に借り入れた公共下水道事業債の元金償還額の ％

を一般会計から繰り入れ

国・府補助金 本町の公共下水道事業に係る投資計画に基づき、現行の制度が維持さ

れるものとして国庫補助金の金額を算出

資

本

的

支

出

建設改良費 【公共下水道事業】

本町の公共下水道事業に係る投資計画に基づき設定

【木津川流域下水道建設負担金】

京都府の「京都府流域下水道事業経営戦略」（令和３年３月）の木津

川流域下水道の建設負担金に係る市町負担金を基に、本町の負担額を

算出

企業債償還金 【既発債】

年度別償還予定額を基に算出

【新発債】

償還期間 年（据置期間なし、半年賦元利均等償還）、利率１％で算

出

（４）投資・財政計画（収支計画）のシミュレーション期間について

本ビジョンの計画期間は、令和４年度から令和 年度までの 年間です

が、投資・財政計画（収支計画）の策定にあたっては、約 年間の長期的

なシミュレーションを実施し、うち計画期間である 年間の投資・財政計

画（収支計画）を本ビジョンに掲載しています。

なお、本ビジョンの参考資料として、長期的なシミュレーション結果であ

る投資・財政計画（収支計画）（資料２）を掲載しています。
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２ 投資・財政計画（収支計画）

【収益的収支】  
年度

区分

年度

（実績）

年度

（予算）

年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

収
益
的
収
入

営業収益

使用料収入

その他

営業外収益

他会計補助金

長期前受金戻入

その他

収入計

収
益
的
支
出

営業費用

職員給与費

経費

修繕費

委託料

下水道維持管理

負担金

その他負担金

その他

減価償却費

営業外費用

支払利息

その他

支出計

経常損益

特別利益 ― ― ― ―

特別損失 ― ― ― ― ―

当年度純利益（又は純損失）

繰越利益剰余金又は繰越欠損金
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            単位：千円 
年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ―
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【資本的収支】 
年度

区分

年度

（実績）

年度

（予算）

年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

資
本
的
収
入

企業債

他会計出資金 ― ― ―

他会計補助金

国・府補助金

収入計

資
本
的
支
出

建設改良費

流域下水道建設負担金

公共下水道事業費

企業債償還金

支出計

資本的収入額が資本的支出額に

対し不足する額

補
填
財
源

損益勘定留保資金

その他

計

【資金残高・企業債残高】

年度

区分

年度

（実績）

年度

（予算）

年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

資金残高

資金残高の増減額 ▲

企業債残高

※令和３年度の資金残高の増減額については、令和２年度実績による未払金の精算等の影響により減少する見込みと
なっています（単年度収支では増加見込みです）。

【一般会計繰入金】

年度

区分

年度

（実績）

年度

（予算）

年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

収益的収支分

うち基準内繰入金

うち基準外繰入金 ― ― ― ―

資本的収支分

うち基準内繰入金

うち基準外繰入金

合計
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           単位：千円 
年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

― ― ― ― ― ― ―

単位：千円

年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

▲

単位：千円

年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

年度

（計画）

― ― ― ― ― ― ―
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３ 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

① 投資についての検討状況等

広域化・共同化・最

適化に関する事項

人口減少に伴う使用料収入の減少、職員数の減少

による執行体制の脆弱化や既存ストックの大量更

新期の到来などの汚水処理施設の事業運営に係る

多くの課題を踏まえ、持続可能な事業運営を推進

することを目的として、国から都道府県に対して、

令和４年度までに「広域化・共同化計画」を策定

することが要請されています。

そのため、京都府及び木津川流域下水道に接続し

ている関連市町と、広域化・共同化の検討を進め、

持続可能な事業運営が実現できるような取組を検

討します。

投資の平準化に関す

る事項

投資の平準化については、ストックマネジメント

実施方針及び計画に基づき、検討を行ったうえで、

本ビジョンの投資計画を策定しています。

今後も適時・適切に計画の見直しを行いながら、

最適な投資を実施していきます。

民間活力の活用に関

する事項（ ／

など）

現時点で ／ などの導入予定はありません

が、今後も事例研究などを行い、どのような手法

により事業運営するのが最も適切であるか、下水

道事業の安全性・持続性も考慮しながら、調査し

検討していきます。
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② 今後の財源についての検討状況等

使用料の見直しに関

する事項

本ビジョンの計画期間においては、現行の使用料体

系を維持することとしていますが、「第３章 現状

と課題」で述べたとおり、現行の使用料体系には構

造的な課題があります。

今後、社会情勢や経営環境等の大きな変化により使

用料収入が大きく減少することが見込まれる場合

には、適宜見直しを検討します。

資産活用による収入

増加の取組について

遊休資産等はないため、資産活用による収入増加は

見込んでいません。

一般会計繰入金（公

費負担）に関する事

項

一般会計からの基準外繰入について、これまでの下

水道の整備・普及に係る企業債の償還額の一部を公

費負担とする、本町独自の方針を整理しました。

今後、未普及地区の下水道整備や土地区画整理等に

よって新たに下水道を整備・普及する場合には、公

費負担の方針として整理した趣旨を踏まえて、本町

の負担のあり方について検討します。

③ 投資以外の経費についての検討状況等

民間活力の活用に関

する事項（包括的民

間委託等の民間委

託、指定管理者制度、

など）

現時点で包括的民間委託や ／ などの導入予

定はありませんが、今後も事例研究などを行い、ど

のような手法により事業運営するのが最も適切で

あるか、下水道事業の安全性・持続性も考慮しなが

ら、調査し検討していきます。

職員給与費に関する

事項

平成 年４月の組織統合に伴う職員定数の見直し

により、大幅に職員給与費を削減しています。

今後は、事業継続に必要な人員の確保という観点も

踏まえ、適正な人員配置となるよう、適宜検討を行

います。

動力費に関する事項 終末処理場を有していないため、特段の検討事項は

ありません。

薬品費に関する事項 終末処理場を有していないため、特段の検討事項は

ありません。

修繕費に関する事項 下水道施設の持続的な機能確保及び経費の削減と

平準化を図るため、ストックマネジメント実施方針

及び計画に基づく点検・調査を実施していきます。

委託費に関する事項 今後も、既委託業務のより効率的な発注方法や他に

民間委託すべき業務がないか検討を続け、さらなる

コスト削減に取り組みます。


